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４. 海外非展開企業の活動状況

４－１ 海外非展開企業における直接投資の状況

（１）直接投資（海外拠点の設置）への取組み状況

「海外直接投資の必要性を感じていない」が 75.4％を占めているが、「海外直接投資を検討

していないが、必要性を感じている」という企業が 13.5％あった。

図表 ４-１ 直接投資（海外拠点の設置）への取組み状況

（２）海外直接投資（海外拠点の設置）を準備・計画、検討、必要性を感じている理由

「新しい市場（海外市場）を開拓したい」が 57.1％で最も多く、「国内市場が縮小化してい

る」が 54.3％でほぼ肩を並べ、「海外の安価な労働力を活用したい」が 34.1％で続いている。

図表 ４-２ 海外直接投資（海外拠点の設置）を準備・計画、検討、必要性を感じている理由

海外直接投資

を準備・計画し

ている, 2.3 海外直接投資

を検討している,
3.0

海外直接投資

を検討していな

いが、必要性を

感じている,

13.5海外直接投資

の必要性を感

じていない,

75.4

無回答, 5.9

n=2,919、単位：％

57.1

54.3

34.1

25.3

24.4

17.2

14.7

11.7

3.3

3.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

新しい市場（海外市場）を開拓したい

国内市場が縮小化している

海外の安価な労働力を活用したい

グローバル化に立ち遅れたくない

取引先が海外進出している、又はする

新たな事業展開をしたい

原材料、部品などの調達拠点が必要

国内市場での競争力が低下している

現地での物流拠点を整備したい

その他 無回答を除く、n=545、単位：％
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「その他」の具体的記述としては、以下のようなものがあった。

 円高、日本の税制、政治の問題

 海外より要請あり

 海外顧客へのサービスレベルを上げない

 固定費の拡大

 現地での仕入と日本への輸出業務

 安定した拠点としての生産地確保

 国内での投資回収が難しい

 現地に根を下さないといけない

 商品の輸入

 労働人口の減少も理由

 海外の安価な製品が流入している

 中国の実習生受け入れ

 相続税が高いことも含め、税制問題

 品質向上を目的に検討

 韓国のＦＴＡの利用

 税金

 当社技術の他国拡大

 堆肥製造システムの引合やニーズがある

 国際特許の商品を販売したい

（３）海外直接投資（海外拠点の設置）を準備・計画、検討、している海外拠点

① 対象とする国・地域

海外直接投資（海外拠点の設置）を準備・計画、検討している国・地域としては、「中国」

が 138 件で最も多く、「ベトナム」が 34件、「タイ」が 33 件、「米国」が 23件、「インドネ

シア」が 17件などと続いている。

図表 ４-３ 海外直接投資（海外拠点の設置）を準備・計画、検討している国・地域

※5 件以上の回答のあったもの。

国・地域 件数

中国 138

ベトナム 34

タイ 33

米国 23

インドネシア 17

韓国 16

台湾 14

ミャンマー 8

シンガポール 7

インド 6

ドイツ 5

フィリピン 5

マレーシア 5

東南アジア 5
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② 設立時期

「2012～2013 年」が 48.6％で約半数を占め、「2014～2015 年」が 39.1％となっている。

図表 ４-４ 準備・計画、検討している海外拠点の設立時期

③ 投資形態

「単独投資(独資)」が 32.7％、「合弁(現地資本含む)」が 40.0％、「合弁(現地資本なし)」

が 11.9％などとなっている。

図表 ４-５ 準備・計画、検討している海外拠点の投資形態

2012～2013年,

48.6

2014～2015年,

39.1

2016～2017年,

5.8

2018～2019年,

2.9
2020年～, 2.2

無回答を除く、n=143、単位：％

単独投資(独

資), 32.7

合弁(現地資本

含む), 40.0

合弁(現地資本

なし), 11.9

その他, 15.4

無回答を除く、n=260、単位：％
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④ 主な機能

「生産機能」が 34.4％、「販売機能」が 49.3％、「研究開発機能」が 4.6％、「調達機能」

が 13.6％となっており、「販売機能」が最も多くなっている。

図表 ４-６ 準備・計画、検討している海外拠点の主な機能

34.4

49.3

4.6

13.6

8.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

生産機能

販売機能

研究開発機能

調達機能

その他機能
無回答を除く、n=302、単位：%
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⑤ 最も重要な拠点がその国に進出する理由

「市場に成長性がある」が 52.0％で最も多く、「市場規模が大きい」が 39.9％、「人件費が

安い」が 29.0％、「親日的な国である」が 27.6％、「関連産業が集積している」が 22.4％な

どと続いている。

図表 ４-７ 最も重要な拠点がその国に進出する理由

52.0

39.9

29.0

27.6

22.4

17.2

13.5

13.2

12.4

11.5

11.5

8.3

6.0

5.7

3.2

1.1

12.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

市場に成長性がある

市場規模が大きい

人件費が安い

親日的な国である

関連産業が集積している

出張など利便性が高い

政治的、社会的に安定している

現地情報が入手しやすい

人件費以外のビジネスコストが安い

インフラが整備されている

優秀な、又は必要な人材が豊富である

語学上の障害が低い

税金面など優遇措置が充実していう

市場の閉鎖性・特殊性が少ない

法制度・法運用などが整備されている

為替リスクが少ない

その他 無回答を除く、n=348、単位：%
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⑥ 海外拠点設置の必要性を感じていない理由

「自社が扱っている商品、サービス等が海外市場に適していない」が 33.7％で最も多く、「国

内で手一杯の状態で、海外まで手が回らない」が 31.2％、「当面は国内市場開拓に注力する」

が 28.0％、「海外進出するためのノウハウ、人材を有していない」が 25.5％などと続いている。

図表 ４-８ 海外拠点設置の必要性を感じていない理由

33.7

31.2

28.0

25.5

19.2

16.1

3.3

3.1

2.3

11.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

自社が扱っている商品、サービス等が

海外市場に適していない

国内で手一杯の状態で、海外まで手が回らない

当面は国内市場開拓に注力する

海外進出するためのノウハウ、

人材を有していない

海外進出は大きなリスクが発生する

商社などの活用で充足している

海外の労働コストが上昇し、メリットが少ない

特許、技術など知的財産が流出する

海外からの調達は価格面から

メリットが少ない

その他
無回答を除く、n=2,158、単位：%
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４－２ 海外非展開企業における海外との業務・技術提携の状況

（１）業務・技術提携の経験

「これまで海外との業務・技術提携を実施したことはない」が 82.3％を占めており、実施経

験があるのは 5％程度に留まっている。

図表 ４-９ 業務・技術提携の経験

（２）業務・技術提携に対する取組み状況

「業務・技術提携の必要性を感じていない」が 72.1％を占めているが、「業務・技術提携を

検討していないが、必要性を感じている」企業が 12.5％あった。

図表 ４-１０ 業務・技術提携の取組み状況

これまで海

外との業務・

技術提携を

実施したこと

はない
82.3

これまで1件

実施したが、

既に解消し

た
4.4

これまで2件

実施したが、

既にすべて

解消した
1.0

これまで3件

実施したが、

既にすべて

解消した
0.7

無回答

11.6

ｎ= 2,919、単位：％

業務・技術提

携を準備・計

画している
2.4

業務・技術提

携を検討して

いる
2.7

業務・技術提

携を検討して

いないが、必

要性を感じて

いる
12.5

業務・技術提

携の必要性

を感じていな

い
72.1

無回答

10.3

ｎ= 2,919、単位：％
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（３）準備・計画、検討している業務・技術提携のうち最も重要なものについて

① 準備・計画、検討している最も重要な技術・業務提携の相手企業の国籍

「中国」が 78 件で最も多く、「米国」が 21 件、「タイ」、「ベトナム」、「韓国」が 13 件

ずつで続いている。

図表 ４-１１ 準備・計画、検討している最も重要な技術・業務提携の相手企業の国籍

※２件以上のもの

② 準備・計画、検討している最も重要な技術・業務提携の開始予定時期

「2012～2013 年」が 73.9％を占め、「2014～2015 年」が 23.9％となっている。

図表 ４-１２ 準備・計画、検討している最も重要な技術・業務提携の開始予定時期

国・地域 件数

中国 78

米国 21

タイ 13

ベトナム 13

韓国 13

台湾 11

インドネシア 8

イタリア 7

インド 5

フランス 4

ドイツ 3

カンボジア 2

トルコ 2

マレーシア 2

2012～2013年,

73.9

2014～2015年,

23.9

2016～2017年,

1.1

2018～2019年,

0.0
2020年～, 1.1

無回答を除く、n=143、単位：％
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③ 準備・計画、検討している最も重要な技術・業務提携の提携内容

「生産委託」が 32.8％で最も多く、「販売委託」が 33.6％、「技術供与」が 16.8％、「研

究開発」が 6.9％などとなっている。

図表 ４-１３ 準備・計画、検討している最も重要な技術・業務提携の提携内容

４－３ 海外非展開企業における直接貿易（輸出）の状況

（１）直接貿易（輸出）の経験

「これまで海外との直接貿易（輸出）を実施したことはない」企業が 74.9％を占め、経験の

ある企業は１割程度となっている。

図表 ４-１４ 直接貿易（輸出）の経験

32.8

33.6

16.8

6.1

6.9

14.5

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0

生産委託

販売委託

技術供与

技術導入

研究・開発

その他
無回答を除く、n=131、単位：%

これまで海

外との直接

貿易（輸出）

を実施したこ

とはない
74.9

これまで1件

実施した

が、既に撤

退した
4.4

これまで2件

実施した

が、既にす

べて撤退し

た
1.3

これまで3件

以上実施し

たが、既に

すべて撤退

した
5.0

無回答
14.4

ｎ= 2,919、単位：％
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（２）直接貿易（輸出）への取組み状況

「直接貿易（輸出）の必要性を感じていない」企業が 66.5％を占めているが、「直接貿易（輸

出）を検討していないが、必要性を感じている」企業が 11.5％あった。

図表 ４-１５ 直接貿易（輸出）への取組み状況

（３）準備・計画、検討している直接貿易（輸出）のうち、最も重要なものについて

① 最も重要な直接貿易（輸出）の相手国

「中国」が 85 件で最も多く、「韓国」が 32件、「米国」が 31 件で続き、以下、「台湾」が

19 件、「タイ」が 12 件などと続いている。

図表 ４-１６ 最も重要な直接貿易（輸出）の相手国

直接貿易（輸

出）を準備・

計画している
2.8

直接貿易

（輸出）を検

討している
3.2

直接貿易（輸

出）を検討し

ていないが、

必要性を感

じている
11.5

直接貿易（輸

出）の必要性

を感じていな

い
66.5

無回答
15.9

ｎ= 2,919、単位：％

国・地域 件数

中国 85

韓国 32

米国 31

台湾 19

タイ 12

ベトナム 9

ドイツ 7

インド 6

インドネシア 5

マレーシア 4

ミャンマー 3

イタリア 2

バングラディシュ 2

フランス 2

東南アジア 2

北米 2
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② 最も重要な直接貿易（輸出）の開始予定時期

「2012～13 年」が 73.5％を占め、「2014～15 年」が 25.5％などとなっている。

図表 ４-１７ 最も重要な直接貿易（輸出）の開始時期

③ 最も重要な直接貿易（輸出）の内容

「製品」が 84.1％、「原材料」が 9.9％となっている。

図表 ４-１８ 最も重要な直接貿易（輸出）の内容

2012～2013年,

73.5

2014～2015年,

25.5

2016～2017年,

0.0

2018～2019年,

1.0 2020年～, 0.0

無回答を除く、n=165、単位：％

84.1

9.9

8.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

製品

原材料

その他

無回答を除く、n=151、単位：%
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４－４ 海外非展開企業における直接貿易（輸入）の状況

（１）直接貿易（輸入）の経験

「これまで海外との直接貿易（輸入）を実施したことはない」が 63.0％を占め、実施経験の

ある企業は１割強であった。

図表 ４-１９ 直接貿易（輸入）の経験

（２）直接貿易（輸入）への取組み状況

① 直接貿易（輸入）への取組み状況

「直接貿易（輸入）の必要性を感じていない」が 60.7％を占めているが、「直接貿易（輸入）

を検討していないが、必要性を感じている」が 10.3％あり、「直接貿易（輸入）を準備・計画

している」、「直接貿易（輸入）を検討している」も合わせて１割近くあった。

図表 ４-２０ 直接貿易（輸入）への取組み状況

これまで海

外との直接

貿易（輸入）

を実施したこ

とはない
63.0

これまで1件

実施した

が、既に撤

退した
5.0

これまで2件

実施した

が、既にす

べて撤退し

た
1.7

これまで3件

以上実施し

たが、既にす

べて撤退し

た
7.6

無回答
22.7

ｎ= 2,919、単位：％

直接貿易（輸

入）を準備・計

画している,
5.0 直接貿易（輸

入）を検討し

ている, 4.2

直接貿易（輸

入）を検討し

ていないが、

必要性を感じ

ている, 10.3直接貿易（輸

入）の必要性

を感じていな

い, 60.7

無回答, 19.8

n=2,919、単位：％
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② 最も重要な直接貿易（輸入）の相手国

「中国」が 151 件で最も多く、「西欧」が 55 件、「韓国」が 40 件、「米国・カナダ」が 38

件、「台湾」が 27 件、「タイ」が 25 件などと続いている。

図表 ４-２１ 最も重要な直接貿易（輸入）の相手国

国・地域 件数

中国 151

西欧 55

韓国 40

米国・カナダ 38

台湾 27

タイ 25

ベトナム 16

インドネシア 11

マレーシア・ミャンマー 11

香港・シンガポール 7

東欧・ロシア 4

その他 14

③ 最も重要な直接貿易（輸入）の開始予定時期

「2012～13 年」が 90.3％を占め、「2014～15 年」が 9.0％などとなっている。

図表 ４-２２ 最も重要な直接貿易（輸入）の開始時期

2012～2013年,

90.3

2014～2015年,

9.0

2016～2017年,

0.7

2018～2019年,

0.0
2020年～, 0.0

無回答を除く、n=134、単位：％
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④ 最も重要な直接貿易（輸入）の内容

「製品」が 67.7％を占め、「原材料」が 26.7％となっている。

図表 ４-２３ 最も重要な直接貿易（輸入）の内容

４－５ 海外非展開企業における貿易全般について

（１）間接貿易の実施状況

「わからない」が 51.4％を占め、「以前は直接貿易を実施していたが、現在はすべて間接貿

易に切り替えた」が 8.4％、「直接貿易（輸出入）を検討している」が 7.5％、「直接貿易（輸

出入）を検討していないが、必要性を感じている」が 8.8％などとなっている。

図表 ４-２４ 間接貿易の実施状況

製品, 67.7

原材料, 26.7

その他, 5.6

無回答を除く、n=232、単位：％

以前は直接

貿易を実施

していたが、

現在はすべ

て間接貿易

に切り替えた

8.4

直接貿易

（輸出入）を

検討してい

る
7.5

直接貿易

（輸出入）を

検討してい

ないが、必

要性を感じ

ている
8.8

わからない
51.4

無回答
23.9

ｎ= 2,919、単位：％
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（２）直接貿易のメリット

「商社のマージンが削減できる」が 50.6％で最も多く、「取引先との直接交渉や情報交換が

できる」が 41.1％、「市場動向や取引先の情報がタイムリーに入手できる」が 20.5％などとな

っている。

図表 ４-２５ 直接貿易のメリット

「その他」としては、「品質管理に参加できる」、「製造のみならず、決済や流通に関して

理解が深められる」、「新規開拓できる」、「技術の情報交換」などの記述があった。

（３）直接貿易のデメリット

「貿易商社の介在によるリスク分散がなくなり、全面的にリスクを負うことになる」が49.9％

で最も多く、「海外貿易・事業に精通する担当者などのコストが発生する」が 23.6％、「貿易

商社が介在しないことにより、資金負担が増大する」が 22.2％、などとなっている。

図表 ４-２６ 直接貿易のデメリット

50.6

41.1

20.5

5.2

2.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

商社のマージンが削減できる

取引先との直接交渉や

情報交換ができる

市場動向や取引先の情報が

タイムリーに入手できる

海外貿易・事業に精通する

担当者が育成できる

その他

無回答を除く、n=443、単位：%

49.9

23.6

22.2

18.1

4.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

貿易商社の介在によるリスク分散がなくなり、

全面的にリスクを負うことになる

海外貿易・事業に精通する担当者

などのコストが発生する

貿易商社が介在しないことにより、

資金負担が増大する

貿易商社の広いネットワークが

利用できない（取引先の開拓など）

その他

無回答を除く、415、単位：%
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「その他」の具体的記述としては、以下のようなものがあった。

 海外送金が面倒

 空輸料が高い

 自己資金が必要

 発注から入荷までに期間が長く、その為回転在庫が多く必要になる

 トラブル時の語学力

 スタッフの必要性が生ずる

 クレーム処理等について不要

 Ｌ／Ｃの資金枠により、直接輸入がむずかしい

 想定外の円高により採算がとれない。海外企業の収益悪化の影響をもろに受けるリスク

が高い

 為替のリスク

 商品の質の確認

 負担が大きすぎる

 不良品が多い

 手間がかかる、特に事務的なこと

 商品不良リスクが大である
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４－６ 撤退経験の状況

（１）撤退経験

海外非展開企業における海外からの撤退経験の状況をみると、「これまで海外に拠点を設置

したことはない」企業が 95.6％を占め、「これまで設置したが、既に撤退した企業」は 4％程

度となっている。

図表 ４-２７ 海外非展開企業における撤退経験

（２）撤退した国・地域

撤退した国・地域としては、「中国」が 53 件で最も多く、「韓国」が 13 件、「米国」と「台

湾」が 11 件ずつなどとなっている。

図表 ４-２８ 撤退した国

これまで海

外に拠点を

設置したこと

はない
95.6

これまで1ヶ

所設置した

が、既に撤

退した
3.6

これまで2ヶ

所設置した

が、既にす

べて撤退し

た
0.7

これまで3ヶ

所以上設置

したが、既に

すべて撤退

した
0.2

無回答を除く、ｎ= 2,676、単位：％

国・地域 件数

中国 53

韓国 13

米国 11

台湾 11

タイ 8

インドネシア 6

フィリピン 5

カナダ 4

シンガポール 3

ドイツ 3

マレーシア 3

ベトナム 3

イタリア 2

フランス 2

パラグアイ 1

ハンガリー 1

ブラジル 1

ミャンマー 1

ロシア 1

香港 1
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（３）撤退した海外拠点の撤退時期

「2005～2009 年」が 32.1％でも最も多いが、「2010 年～」の 2年間で 31.2％を占めている。

図表 ４-２９ 撤退時期

（４）撤退した海外拠点の設立から撤退までの期間

「～4 年」が 44.1％と最も多く、「5～9 年」が 27.9％、「10～14 年」が 15.3％などとなっ

ている。

図表 ４-３０ 設立から撤退までの期間

～1989年

5.5
1990～1999

年
16.5

2000～2004

年
14.7

2005～2009

年
32.1

2010年～
31.2

無回答を除く、ｎ= 109、単位：％

～4年

44.1

5～9年
27.9

10～14年
15.3

15～19年
9.0

20年以上
3.6

無回答を除く、ｎ= 111、単位：％
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（５）撤退した海外拠点の投資形態

撤退した海外拠点の投資形態は「単独出資(投資)」が 46.8％と約半数を占め、「合弁(現地

資本含む)」が 30.6％、「合弁(現地資本なし)」が 10.8％となっている。

図表 ４-３１ 撤退した事業所の投資形態

（６）主な機能

「生産機能」が 51.3％で最も多く、「販売機能」が 25.7％で続き、「研究・開発機能」が

3.5％、「調達機能」が 10.6％となっている。

図表 ４-３２ 撤退した事業所の主な機能（複数回答）

単独出資(投

資)

46.8

合弁(現地資

本含む)
30.6

合弁(現地資

本なし)
10.8

その他
11.7

無回答を除く、ｎ= 111、単位：％

51.3

25.7

3.5

10.6

10.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

生産機能

販売機能

研究・開発機能

調達機能

その他機能

無回答を除く、n=113、単位：％
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（７）撤退の理由

「受注先、販売先の開拓・確保の困難性」が 26.4％で最も多く、「日本本社の事業戦略変更」

が 23.6％で続き、「現地派遣日本人責任者の力不足」が 17.9％、「生産・品質管理の困難性」・

「生産コストの上昇」が 15.1％ずつなどとなっている。

図表 ４-３３ 撤退の理由

26.4

23.6

17.9

15.1

15.1

11.3

10.4

8.5

8.5

7.5

7.5

6.6

6.6

6.6

6.6

5.7

5.7

1.9

0.9

0.0

19.8

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

受注先、販売先の開拓・確保の困難性

日本本社の事業戦略変更

現地派遣日本人責任者の力不足

生産・品質管理の困難性

生産コストの上昇

現地パートナーとのトラブル

現地での市場競争の激化

原材料・資材の調達の困難性

重要取引先の移転・撤退・倒産

納期管理の困難性

重要ポストの人材流出

市場ニーズへの迅速な対応の困難性

売掛金回収の困難性

賃金の上昇

税制・法制度の問題

製品価格の下落

政情・経済不安、社会不安

模倣品の増加、技術の流出

労働争議等の発生

インフラの未整備

その他

無回答を除く、n=106、単位：％

◆撤退・移転における経営的な課題の例（ヒアリング調査結果より）

ヒアリング調査結果によれば、撤退・移転における課題としては、「撤退を決定してか

ら終了するまでに 1 年を要し、その間、資本の引き揚げができなかった。また、抱えてい

た派遣員を同業他社に異動させることも、大きな課題であった。」、あるいは「国内での

事業が低迷し、海外展開のための投資余力がなくなり、中国での追加の設備投資のタイミ

ングを逸し、事業の縮小を行うも事業撤退が困難な状況となった。」といった意見があっ

た。

拠点の撤退・移転は、各社にとって大きな経営的な決断が必要であり、またそれに付随

するさまざまな事業的な負担が生ずることがヒアリングで指摘された。
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４－７ 今後の海外展開について

（１）アジア諸国やＢＲＩＣＳに対する関心

「既に進出などビジネスを展開している」の割合は、とくに「中国」で高く、「まだ進出な

どビジネスを展開していないが、現在、計画・検討している」も「中国」で高い。しかし、「進

出などビジネスの展開を検討していないが、関心はある」については、「中国」のほか、「台

湾」、「韓国」、「タイ」、「ベトナム」、「インド」などでも高くなっている。

図表 ４-３４ アジア諸国やＢＲＩＣＳに対する関心

11.2

3.9

6.7

7.1

2.1

3.7

1.8

2.7

1.6

2.3

1.7

1.1

0.9

7.2

3.8

4.9

4.1

3.2

5.5

3.2

4.0

2.4

5.4

3.4

1.3

1.3

28.9

20.1

24.4

24.5

21.8

24.3

20.1

22.3

15.9

28.4

25.4

12.4

13

52.8

72.2

64

64.3

72.9

66.4

74.9

71.1

80.1

63.9

69.5

85.2

84.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中国(n=2142)

香港(n=1933)

台湾(n=1997)

韓国(n=1996)

シンガポール(n=1925)

タイ(n=1976)

マレーシア(n=1906)

インドネシア(n=1946)

フィリピン(n=1879)

ベトナム(n=2003)

インド(n=1930)

ロシア(n=1883)

ブラジル(n=1882)

既に進出などビジネスを展開している
まだ進出などビジネスを展開していないが、現在、計画・検討している
進出などビジネスの展開を検討していないが、関心はある
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（２）今後(3 年程度)で海外事業展開上重視している国

① 今後(3 年程度)海外事業展開上最も重視している国

「中国」が 365 件で突出しており、「ベトナム」が 60 件、「米国」が 56 件、「タイ」が 54

件、「韓国」が 47 件と続いている。

図表 ４-３５ 今後(3 年程度)で海外事業展開上最も重視している国
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インド
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イタリア
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ブラジル

ドイツ

フィリピン

フランス

香港

マレーシア

ロシア

単位：件
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② 2番目・3番目に重視している国

最も重視している国から 3番目に重視している国について、上位 20位までをみてみると、以

下のとおりである。

「2番目・3番目に重視している国」をみると、「タイ」、「インド」、「インドネシア」が

順位を上げている。

図表 ４-３６ ２番目・３番目に重視している国
最も重視している国 件数 ２番目に重視している国 件数 ３番目に重視している国 件数

1 中国 365 ベトナム 89 タイ 53

2 ベトナム 60 韓国 69 インド 49
3 米国 56 中国 68 ベトナム 49
4 タイ 54 タイ 61 中国 45
5 韓国 47 インド 47 インドネシア 43
6 台湾 46 台湾 40 台湾 33
7 インドネシア 35 インドネシア 33 韓国 29
8 インド 28 米国 24 ミャンマー 23
9 ミャンマー 18 シンガポール 21 マレーシア 17

10 イタリア 11 香港 20 米国 14
11 シンガポール 11 マレーシア 19 シンガポール 13
12 ブラジル 11 ブラジル 10 ドイツ 7
13 ドイツ 7 ミャンマー 10 ブラジル 7
14 フィリピン 7 ドイツ 9 ロシア 6
15 フランス 7 イタリア 8 香港 6
16 香港 7 フィリピン 8 カンボジア 5
17 マレーシア 6 ロシア 8 フィリピン 5
18 ロシア 5 カンボジア 6 フランス 5
19 カンボジア 4 フランス 5 カナダ 3
20 トルコ 3 カナダ 4 アジア 2
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③ 最も重視する理由

「市場規模が大きい」が 42.7％で最も多く、「市場の成長性」が 31.4％、「親日的な国であ

る」が 17.1％、「人件費が安い」が 14.7％、「関連産業が集積している」が 13.8％などと続

いている。

図表 ４-３７ 最も重視する理由

「その他」としては、51 件の記述があり、「パートナーの存在」や「取引先の進出」、「品

質の良さ」などが挙げられていた。
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1.0
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市場規模が大きい

市場の成長性

親日的な国である

人件費が安い

関連産業が集積している

出張など利便性が高い

優秀な、又は必要な人材が豊富である

政治的、社会的に安定している

現地情報が入手しやすい

人件費以外のビジネスコストが安い

語学上の障害が低い

インフラが整備されている

市場の閉鎖性・特殊性が少ない

税金面など優遇措置が充実していう

為替リスクが少ない

法制度・法運用などが整備されている

その他

n=831(無回答を除く）、単位：％


